8-4-22　業務システム委員会

1. 業務システム委員会の概要

(1) 名称変更と専門委員会統合

業務システム委員会は、設計生産システム委員会を平成17年度に名称変更したものである。旧設計生産システム委員会には、「選定・契約」、「業務形成」、「業務実施」の3専門委員会が置かれていたが、「業務形成」と「業務実施」専門委員会を統合し、「業務形成・実施専門委員会」とし、業務の形成段階から実施段階までをあわせて取り扱うこととした。

(2) 委員会設置の目的

平成17年度に策定された業務システム委員会運営要領では、当委員会の目的を以下のように規定している。

業務システム委員会は、コンサルタント業務の形成、選定、契約、実施という各段階における実務的な諸課題をとりあげ、その現状を整理し、解決策を提案及び実行していくことを目的とする。

近年、プロポーザル方式の導入・拡大、品確法の施行、CM・PM・DBなどの新しい建設システムの導入などコンサルタントをめぐる環境は急速かつ大きく変化している。したがって、コンサルタントの各業務プロセスで様々な課題が発生しており、それへの対応を迅速に行うことが建設コンサルタントの地位の向上、及び経営の安定に不可欠となっている。業務システム委員会、選定・契約専門委員会及び業務形成・実施専門委員会は、これらの諸課題に取組み、外部に対しても情報発信及び課題解決のために働きかけを行っている。

2. 主な活動記録
(1) 委員会の開催

委員会は2ヶ月に1回開催しており、平成18年6月～平成19年5月の期間、6回開催した。

委員会では、２つの専門委員会の報告に基づき、当委員会の目的達成のための検討方法、成果のイメージ、成果の普及方法などを議論している。

(2) 自治体へのプロポーザル普及活動支援
各支部が行っている自治体へのプロポーザル普及活動の実態を整理し、事務局を通じて各支部に情報発信した。これにより、各支部がどの

ような資料に基づき、どのようなプロポーザル普及活動を行っているかが明らかとなり、各支部の今後の活動の参考になると考えられる。

(3) 自治体プロポーザル実態調査実施

昨年（平成16年度業務対象）の業務を対象に、支部を通じて自治体のプロポーザル発注状況を調査し、とりまとめ結果を、事務局を通じて各支部に配信した。今後も、継続的にこの調査を実施し、自治体におけるプロポーザルの普及状況をモニタリングしていく予定である。
(4) プロポーザル方式アンケート調査

平成17年度業務を対象とし、協会会員にプロポーザル方式アンケート調査を実施した。この成果を報告書としてとりまとめ、HPに掲載した。このアンケートは、平成9年度業務から継続的に実施しており、貴重な情報が得られている。
(5) 適正な発注ロットの確立中間報告作成

適正な発注ロットの確立に関する検討結果について中間報告を作成し、常任理事会、常任委員会でご意見をいただいた。いただいた意見を参考にし、平成19年度に最終報告書をまとめる予定である。

(6) 施工時における設計者の参画リーフレット
平成17年度に作成したリーフレット「施工時における設計者の関与」を修正した。主な修正点は、「関与」を「参画」という、さらに積極的な表現にしたこと、一般化してきた3者連絡会の有用性と課題を明らかにしたことである。

HPに掲載するとともに、印刷し各支部に配布した。

(7) 業務評定点の実態調査
協会会員会社にアンケートを行い、国土交通省の地整別業務評定点の平均値と標準偏差を把握した。この成果は、平成19年度白書にも所載されている。
3. 中期行動計画における当委員会の位置付け
上記した18年度の主な活動は、以下の中期行動計画の施策を推進したものである。

①プロポーザル方式拡大の推進

②適正な選定基準、選定過程の確立

③適正な発注ロットの確立

（業務システム委員会委員長　兪　朝夫）
